
１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。
２ 職員数は、１８年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
平成17年3月6日に萩市、川上村、田万川町、むつみ村、須佐町、旭村、福栄村が合併。

合併に伴い廃止した萩広域市町村圏組合の職員を引き継ぐ。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

期末・勤勉手当

給 与 費
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給 料
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実 質 収 支
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千円 千円 千円
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（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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（５）給与改定の状況
①月例給

②特別給

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１８年４月１日現在）

①一般行政職

人事委員会の勧告

平均給与月額区 分 平 均 年 齢

国 の 改 定 率

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

0

A-B

区 分

BA

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
パイレス比較した平均給与月額である。

区 分

％○年度

勧 告 給 与 改 定 率

人事委員会の勧告 （参考）

（改定率）

較差民間給与 公務員給与

A-B （改定月数）

月

平均給与月額平均給料月額

支 給 月 数

民間の支給 公務員の 国 の 年 間較差 勧 告

割合 A 支給月数 B

年間支給月数

（参考）

○年度

4.45

2

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

平 均 年 齢

43.4

42.2

43.3

314,448
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407,676
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山口県 45.8

萩市

山口県

平均給与月額
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区 分 平 均 年 齢
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349,052

385,192

354,244381,781

362,038

―
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③教育職（山口県）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
いて明らかにされているものである。

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －
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類似団体

技能労務職

区 分

高 校 卒

高 校 卒

高 校 卒

中 学 卒

教 育 職 大 学 卒

国山口県

170,200
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170,200
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萩市

萩市
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3

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

経験年数１０年

259,469大 学 卒

中 学 卒

区 分

一般行政職

大 学 卒教 育 職

技能労務職

320,067219,771 265,483

253,275

高 校 卒

高 校 卒

高 校 卒

－

－ －

292,667

経験年数１５年

373,083

－

経験年数２０年

323,317
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１８年４月１日現在）

（注）１ 萩市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

職員数

吏員
人

25

192

部次長

人

部長
人

係長、課長補佐

主任

20

６ 級

７ 級

35
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％

％

％

％
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％

４ 級

人
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課長補佐、課長
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％

6.4

34.9

構成比
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人

人

区 分

吏員

人

２ 級
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５ 級

３ 級

3.6

％

3.5

4.5

７級100%

4

（（注）平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ
統合）
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（2) 昇給期間短縮の状況

４ 職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

％

Ｂ／Ａ

16年度

人

１人当たり平均支給額（17年度）

Ｂ／Ａ 2.4

普通昇給期間（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数

普通昇給期間（１２～２４月）を

Ｂ

山 口 県

1,024

職 員 数

Ａ

全 職 種

％

1,008Ａ

1.1

人

人

1,573 1,875

17年度

比 率

職 員 数

比 率

―

萩 市 国

Ｂ

短縮して昇給した職員数

区 分

１人当たり平均支給額（17年度）

11

25

人

5

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（１８年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・退職時特別昇給 4号給以内（平成21年度末まで特例措置） ・定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算）

１人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

1.45

0.751.60

1.45

1.60

2,168

33.50

47.50

59.2859.28

41.34

59.28

59.28

33.50

0.75

23.50 30.55

3.00

23.50

47.50

国萩 市

3.00 1.45

0.75

3.00

25,403

1.60

30.55

41.34

59.28

59.28
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(3) 地域手当

（１８年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度

から支給率を段階的に引き上げることとしている。

支給対象地域

東京都特別区 18

支給対象職員数

1,724

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

大阪市、医師 15

支給対象地域

国の制度（支給率）

13

11

支給率

11大阪市、医師

東京都特別区

支給実績（17年度決算）

支給率

1

2

13

国の制度（支給率）

18

431,000

15

66



(4) 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

円

％

月額3,000円

福祉事務所に勤務する職員

上記以外の職員
要介護認定事務における
訪問調査に従事

月額3,000円

3時間以上､被保護世帯の
訪問調査に従事

日額300円

税務事務手当
税務課又は収納課に勤務する職員
（徴収事務手当支給者を除く）

福祉業務手当

福祉六法の現業を行う者

行旅病人の救護

日額700円市民病院以外の職員

月額80,000円

日額300円用地取得等交渉手当

薬剤師 月額6,000円

上記以外の職員 月額１80,000円

大島診療所長

1時間以上、公共用地取
得・損失補償等のため庁外
において行う交渉業務に従

医師 月額30,000円

月額6,000円

感染症の病原体に汚染さ
れた場所・物件の消毒・収
容作業

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

診療所業務手当

医学研究手当

主な支給対象業務

19種

専ら、市税等の徴収及び滞
納処分事務に従事

収納課に勤務する職員

感染症予防救治手当

1回につき1,500円

行旅死人の収容 1回につき3,000円

96,378

専ら、被保護世帯の訪問調
査に従事

救護所に勤務する職員

32.5

保護・看護 月額3,000円

月額2,500円

行旅病死人収容手当

徴収事務手当

支給実績（17年度決算） 24,962

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）

手当の種類（手当数）

上記以外の職員
3時間以上、市税等の徴収
及び滞納処分事務に従事

日額300円

月額6,000円

7

高所危険業務手当 消防職員
地上10メートル以上の高所
において火災・救助業務に
従事

1回につき220円

救助出動手当 消防職員 救助出動 1回につき700円

夜間特殊業務手当 消防職員 深夜の通信業務 1当務につき410円

救急出動手当 消防職員

救急救命士として救急業務
に従事

1回につき700円

機関員として救急業務に従
事

1回につき520円

上記以外で救急業務に従
事

1回につき330円

消防作業手当 消防職員 月額8,000円

火災出動手当 消防職員

機関員として火災により出
動

1回につき700円

上記以外で火災により出動 1回につき520円

災害応急作業等手当

深夜、重大な災害発生箇
所の応急作業等に従事

日額1,100円

深夜以外に、重大な災害
発生箇所の応急作業等に
従事

日額730円

塩素等取扱手当
塩素等有害物を取り扱う業
務

月額2,000円

火葬業務手当 火葬業務 1回につき5,000円

清掃業務手当

右記業務を常例とする職員 廃棄物の収集処理作業 月額16,000円

上記以外の職員
4時間以上、廃棄物の収集
処理作業従事

日額600円

下水道業務手当
汚水の流入している下水道
の管渠内の検査に従事

日額350円

において行う交渉業務に従
事

7



(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

152,004

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 16 年 度 決 算 ）

168,652

191

209

88



（6) その他の手当（１８年４月１日現在）

93,977 千円 216,039 円

手 当 名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

・配偶者 １3,000円
・2人まで（配偶者扶養） 6,000円
・1人（配偶者非扶養） 6,500円
・1人（配偶者なし） 11,000円
・その他 5,000円
・満16歳～22歳になる年度の子 5,000円加算

住居手当

自ら家賃を支払う借家または所有する自宅等
に居住する職員に対して支給

同じ

支給実績
（17年度決算）

支給職員１人
当たり平均
支給年額

（17年度決算）

扶養手当

扶養親族のある職員に対して支給

同じ －

自動車等
の距離区

59,506 千円 117,834 円

自宅の場
合の支給
額が異なる

48,777 千円 115,312

【交通機関利用】
運賃相当額（55,000円以下）

【自動車等】
片道2～4㎞ 2,000円
4～6㎞ 4,500円
6～10㎞ 7,100円

42～46㎞ 34,500円
46～50㎞ 36,300円
50～54㎞ 38,100円

円

【借家・借間】
・家賃23,000円以下

家賃額－12,000円
・家賃23,000～55,000円

（家賃額－23,000円）×1／2＋11,000円
・家賃55,000円以上

27,000円
【自宅】
・購入5年以上 2,000円
・購入5年未満 3,000円

通勤手当

通勤距離が2㎞以上の職員に対し、次の区分
に応じて支給

異なる

9

の距離区
分、支給単
価が異なる

59,506 千円 117,834 円6～10㎞ 7,100円
10～14㎞ 10,300円
14～18㎞ 13,500円
18～22㎞ 16,700円
22～26㎞ 19,900円
26～30㎞ 23,100円
30～34㎞ 26,300円
34～38㎞ 29,500円
38～42㎞ 32,700円

50～54㎞ 38,100円
54～58㎞ 39,900円
58～62㎞ 41,600円
62～66㎞ 43,300円
66～70㎞ 45,000円
70～74㎞ 46,700円
74～78㎞ 48,400円
78㎞以上 50,000円

管理職手当

管理、監督の地位にある職員に対して支給

通勤手当 異なる

･部長相当職 給料×16％
・部次長相当職 給料×14％
・困難課長相当職 給料×12％
・課長相当職 給料×10％

初任給調整
手当

採用後35年以内の医師に対して支給

同じ - 7,382

異なる

部次長相
当職（6級）
の支給率が
異なる

79,814 574,201 円

千円 3,691,000

千円

円上限306,900円とし、一定期間経過後１年を経
過するごとに額を減じて支給する

9



636 千円 636,000 円

基礎額23,000円とし、職員の住居から家族の
住居までの距離が100㎞以上の場合は次の区
分に応じた金額を加算
100～300㎞ 6,000円
300～500㎞ 12,000円
500～700㎞ 18,000円
700～900㎞ 24,000円
900～1,100㎞ 30,000円
1,100～1,300㎞ 35,000円
1,300～1,500㎞ 40,000円
1,500㎞以上 45,000円

特地勤務
手当

次の勤務地への異動に伴い、住所を移転して
勤務する職員に対して支給

異なる

単身赴任
手当

異動によりやむを得ず単身で生活することに
なった職員で、赴任前の住居から勤務地まで
の距離が60㎞以上の職員に対して支給

同じ -

646 円

1,379 千円 689,500

千円 22,276

夜間勤務
手当

正規の勤務時間として、深夜に勤務した職員
に対して支給

同じ

円・見島支所、見島診療所、見島歯科診療所
（給料＋扶養手当）×20％

・大島出張所、大島診療所
（給料＋扶養手当）×10％

管理職特別
勤務手当

管理職手当の支給を受ける職員が、臨時又は
緊急の必要により週休日等に勤務した場合に
支給

同じ

宿日直手当

宿日直勤務をした職員に対して支給

同じ －・一般の宿日直 4,200円

・部長級 8,000円
・部次長級 7,000円
・課長級 6,000円

－

円
勤務時間1時間につき給料の時間単価の25％
を支給

3,157 千円 38,500 円

－ 2,901 千円 49,169

10

・一般の宿日直 4,200円
・介護・看護の宿日直 7,200円

10



５ 特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

722,000

任期毎10,880,000円

420,000

345,000

345,000

報酬月額×在職年数×400/100

（参考）類似団体における最高／最低額

272,300620,000

486,000

619,5001,007,000

817,000 550,800

330,000

給

料

収 入 役

報

酬

市 区 町 村 長

期
末
手
当

副 議 長

議 員

市 区 町 村 長

助 役

収 入 役

助 役

議 長

収 入 役

議 長

副 議 長

市 区 町 村 長

議 員

助 役

860,000

860,000

680,000

退
職
手
当

区 分

平成18年7月1日から市長、助役の給料を減額しています。

4.45

690,000

-

-

3.35

給 料 月 額 等

680,000

15,480,000円

560,000 217,700

420,000

任期毎

320,000

320,000

（17年度支給割合）

（17年度支給割合）

報酬月額×在職年数×450/100

11

(注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。
２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
勤めた場合における退職手当の見込額である。

備 考
平成18年7月1日から市長、助役の給料を減額しています。
（ 市長86万円 ⇒ 82万円 、 助役68万円 ⇒ 65万円 ）

11



６ 職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

13.3

△ 11 ＜参考＞

議会議員の在任特例期間の終了に伴う、
事務の縮小

土木事務の統合

合併事務の縮小、介護福祉（公営企業等
会計部門）への事務移管

管理事務の統合、給食センター業務の縮小

分遣所新設に伴う業務増

10.0

税務事務の業務増

8.63

591

87

△ 14

△ 6

9

△ 3 合併事務の縮小、総務事務の統合

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成18年平成17年

管理事務の合理化

12

66

24

39

114教育部門

農林水産

商工

605

一
般
行
政
部
門

65

25

衛生

議会

159

78

797 786

△ 10

63

40

1

1

0

149

総務

64 △ 1

林業事務の業務増

1

1

△ 1

消防部門

計

区 分

部 門

土木

民生

税務

労働

小 計

普
通
会
計
部
門

6.35

△ 5

保健業務の増、ごみ処理施設の業務増

＜参考＞

職 員 数

7

4

108

176 173

6864

12

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数 人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。
２ [ ]内は、条例定数の合計である。

※教育部門には教育長(1人)の人数が含まれています。

＜参考＞

17.6

8.63

施設管理業務の民間委託

包括支援センターの設置

下水道事業の業務増24

1,037

公
営
企会
業計
等部
門

下水道

小 計

43

[ 1,082 ］

その他

240

合 計

251

1,037

33

139

34

病院

水道

0

1

11

11

54

25

△ 1

139 0

[ 1,082 ］ [ 0 ］

12



（2)年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）

24歳 36歳 40歳 44歳 48歳 56歳 60歳52歳32歳20歳20歳 28歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

%
（例）

13

51歳

～

人

43歳35歳

24歳 36歳

2

人 人

10

人
職員数

人

47歳

40歳 44歳

～

48歳

～

56歳 60歳52歳

～

101 103 151

計

55歳 以上

～ ～

59歳

人 人 人人人

122121

人

27歳 31歳

80

人 人

～

32歳20歳20歳

区 分

～

23歳

1,03716

28歳

未満

96 86

～

39歳

～

149

13



(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）「萩市定員適正化計画」における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

計画始期

平成17年4月1日

終 期

職員数

平成22年4月1日

1,036

職種

平成17年4月1日

全職員

うち一般職員
（消防・病院・診療
所を除いた職員）

始 期

計

１９年 １７年～２２年２０年

純減数

２１年

4年目

純減率

数値目標

（参考）

数値目標

一般職員数（消防・病院・診療所を除いた職員数）809人を217人削
減し、592人とする。

12.5

61 5.9975

計画期間

職員数

区 分

部 門

平成27年4月1日

１７年

809 708 101

2年目１年目

２２年

5年目3年目

１８年

14

（注）１ 計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以

降現年までの職員増減数の累計を示す。

1,036

職員数

職員数

計 1,036

教 育

消 防 職員数 78

計画始期

605一般行政

－増 減 －

増 減

職員数

計4年目 数値目標

975

11 （ ％）

9 （ ％）

251

0 （ 0％）－－

－

－ －

－

－ －

－

－増 減

－

－

－

－

113

87 87

591

－

－

－

△6 （ ％）

107

－

－ △14 （ ％）

－240公 営 企 業

増 減 －等 会 計

職員数

－

－

－

－

－

部 門 2年目１年目

－

5年目

－

3年目

－591

－

－

－

－

－

－

－

－

－

1,036

△ 14

107

△ 6

251

0

増 減

11

9

14



７ 公営企業職員の状況
(1) 水道事業
① 職員給与費の状況
ア 決算

職員給与費 （参考）

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。
２ 職員数は、１８年３月３１日現在の人数である。

イ 特記事項

平成17年3月6日に萩市、川上村、田万川町、むつみ村、須佐町、旭村、福栄村が合併。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１８年４月１日現在）

歳 円 円

7,901

千円

計 Ｂ 一人当たり給与費

給 与 費

36.315,093 38.1

41.9

千円

46,436

千円 千円

給与費 B/A

（参考）類似団体平均

6,710

人

187,873

千円

29,92828

千円

352,326萩 市

区 分 職員数

千円

559,146

期末・勤勉手当

％

一人当たり

111,509

17年度

純損益又は実

千円

17年度

区 分

657,912

める職員給与費比率

総費用

Ａ

総費用に占める

平均月収額基本給

職員給与費比率

239,095

千円

平 均 年 齢

Ｂ Ｂ／Ａ

％

16年度の総費用に占

給 料 職員手当

区 分

Ａ

質収支

15

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

萩 市

団 体 平 均

3.00 1.45

萩市 （一般行政職）

１人当たり平均支給額（17年度）

44.9

－事 業 者

405,134

１人当たり平均支給額（17年度）

1.60

－

0.75 0.75

1,573

657,053

1.45

1.60

1,658

3.00

15



イ 退職手当（１８年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・退職時特別昇給 4号給以内（平成21年度末まで特例措置） ・退職時特別昇給 4号給以内（平成21年度末まで特例措置）

・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算） ・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算）

１人当たり平均支給額 千円 － 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当

（１８年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

－該当なし

支給対象地域 支給率

2,168

59.28

萩 市

支給対象地域 支給率

－ 25,403

23.5023.50 30.55 30.55

33.50

萩市（一般行政職）

41.34

－

支給対象職員数

支給実績（17年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

該当なし

一般行政職の制度（支給率）

－ －

一般行政職の制度（支給率）

－

－

－

59.28

33.50 41.34

47.50 47.50 59.28

59.28 59.2859.28

16

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

エ 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

円

％

停水業務従事手当 給水の停止に従事 日額 500円

災害応急作業手当 災害等に従事 日額 730円

塩素取扱手当 水道工務課
塩素を取り扱う業務に従
事

月額 2,000円

128,929

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

100.0

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

支給実績（17年度決算） 3,610

5種

月額 10,000円

非常出勤手当
時間外又は休日に予告
を受けずに非常召集さ
れた職員

1回につき1,000円

企業手当 水道事業に従事

16



オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ その他の手当（１８年４月１日現在）

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

平成17年4月1日 純減数

0

－

－

1,574 千円 393,500

千円 131,727

通勤手当

－

管理職手当 ４（６）参照 同じ

0 千円

４（６）参照 同じ － 951 千円 67,929

住居手当

管理職特別勤務手当 ４（６）参照 同じ

2,898４（６）参照 同じ

6,131 千円 255,458扶養手当 ４（６）参照 同じ －

手 当 名 内容及び支給単価 （17年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との
異同

一般行政
職の制度と
異なる内容 （17年度決算）

支給職員１人当たり

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ） 13,325

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ） 476

支給実績

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ） 9,139

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 16 年 度 決 算 ） 352

平成22年4月1日

職員数 職員数

純減率

17

※６（３）①の職員数に含まれています。

（参考）「萩市定員適正化計画」における定員管理の数値目標（数・率）

※６（３）（参考）の一般職員数に含まれています。

イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

→6(3)②を参照

計画期間

数 値 目 標
始 期 終 期

17



(2) 病院事業
① 職員給与費の状況
ア 決算

職員給与費 （参考）

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。
２ 職員数は、１８年３月３１日現在の人数である。

イ 特記事項

平成17年3月6日に萩市、川上村、田万川町、むつみ村、須佐町、旭村、福栄村が合併。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１８年４月１日現在）

ア 医師

歳 円 円

総費用に占める

質収支

区 分 総費用 純損益又は実

千円 千円

職員給与費比率 16年度の総費用に占

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

％ ％

43.0 42.32,378,968 △ 71,835 1,022,117

17年度 千円

給与費 B/A 一人当たり給与費

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

人 千円 千円

（参考）類似団体平均

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ

7,524121 407,853 204,210

千円 千円 千円 千円17年度

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

164,580 776,643 6,419

萩 市 41.2 528,297 1,299,017
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歳 円 円

歳 円 円

歳 円

イ 医療技術員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

ウ 看護師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

エ 事務職員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

団 体 平 均 42.2 548,123 1,231,053

萩 市 41.2 528,297 1,299,017

事 業 者 － －

萩 市 36.0 286,855

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

事 業 者 － －

463,932

団 体 平 均

萩 市 33.6 258,560 402,502

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

事 業 者 － －

団 体 平 均 37.1 324,842 525,216

萩 市 38.6 320,156 550,341

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

事 業 者 － －

団 体 平 均 43.3 385,655 619,015

18



③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（１８年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・退職時特別昇給 4号給以内（平成21年度末まで特例措置） ・退職時特別昇給 4号給以内（平成21年度末まで特例措置）

・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算） ・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算）

萩 市 萩市 （一般行政職）

１人当たり平均支給額（17年度） １人当たり平均支給額（17年度）

1,360 1,573

3.00 1.45 3.00 1.45

1.60 0.75

萩 市 萩市（一般行政職）

1.60 0.75

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28
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・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算） ・定年前早期退職特例措置（5%～75％加算）

１人当たり平均支給額 千円 － 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当

（１８年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

25,403

支給実績（17年度決算） 9,274

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） 618,267

718 2,168

医師 11 15 11

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

医師 15 15

19



エ 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

円

％

感染症予防救治手当

1回につき2,900円
（2～4時間）

日額 200円

看護師

正規の勤務時間の一部
又は全部が午後10時～
翌午前5時の間に行わ
れる看護等の業務に従
事

1回につき3,300円
（4時間以上）

1回につき2,000円
（2時間未満）

感染症の病原体に汚染
された物件を直接取り扱
う

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度） 91.7

手当の種類（手当数） 5種

支給実績（17年度決算） 29,649

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） 267,108

副院長 月額 35,000円

月額 6,000円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症の病床を担当 日額 290円

緊急呼出手当
勤務時間外に呼出を受
け救急医療に従事

1回につき3,000円

医学研究手当
医師

薬剤師

月額 30,000円

院長 月額 40,000円

常例に放射線管理区域
内で作業

月額 6,000円

放射線取扱手当 放射線技師
2時間以上放射線を使
用する医療行為に従事

日額 230円

夜間看護手当

20

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

51,747

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 16 年 度 決 算 ） 446

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ） 54,544

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 年 度 決 算 ） 451

支 給 実 績 （ 16 年 度 決 算 ）
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カ その他の手当（１８年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

※６（３）①の職員数に含まれています。

（参考）「萩市定員適正化計画」における定員管理の数値目標（数・率）

241,500

夜間勤務手当 ４（６）参照

初任給調整手当 ４（６）参照

単身赴任手当 ４（６）参照 －

同じ －

純減率

同じ － 116,917

47,672 千円

千円

宿日直手当

宿日直勤務をした職員に
支給
・医師 20,000円
・看護師 5,200円

異なる
職種に応じ
て単価が異

なる

一般行政職
の制度との
異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

支給実績

千円 210,878

支給職員１人当たり
手 当 名 内容及び支給単価 （17年度決算） 平均支給年額

住居手当 ４（６）参照 同じ －

（17年度決算）

扶養手当 ４（６）参照 同じ － 8,646

16,204 千円 202,550

通勤手当 ４（６）参照 同じ － 5,111 千円 57,427

管理職特別勤務手当 ４（６）参照 同じ －

管理職手当 ４（６）参照 同じ － 11,427 千円 496,826

0 千円 0

千円 383,405

純減数

2,979,500

483

7,015 千円

同じ

職員数 職員数

計画期間

平成17年4月1日 平成22年4月1日

14,186
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イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

→6(3)②を参照

数 値 目 標

計画期間

平成17年4月1日 平成22年 4月 1日

始 期 終 期
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